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　1986 年に制定された ECPAは、主に通信傍受法（The Wiretap Act）、通信記
























行為をいかなる者にも告知してはならない。（The Stored Communications Act, 18 U.S.C. § 
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Ｄ命令に対し異議を申立てることができる (18 U.S.C. § 2703 (d))。
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を焦点とする「物理的侵入法理（The Physical Trespass Doctrine）」を判断基準
とした判例が多く見られた。
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　① California v. Greenwood判決（39）。警察官が犯罪被疑者の自宅前の公共道路
の縁石に置かれたごみ袋の中身を捜査する行為に対し、連邦最高裁は、捨て
たものに対しプライバシーの合理的期待が存在しないと判断した。









　1992 年、Christopher Slobogin 教授（法学）と Joseph Schumacher教授（心理





彼らの調査結果としては、Florida v. Riley 判決は 40.32、California v. 
Greenwood判決は 44.95、United States v. Knotts判決は 54.46、後述する United 
States v. Miller判決（42）は 71.60 であった。彼らの結論によれば、中間値 50 を
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（46） 　Hoffa v. United States判決（385 U.S.293 (1966). 秘密情報協力者が捜査対象者 Hoffaの
友人になりすまして彼から贈賄の情報を収集した事件）及び Lewis v. United States判決
（385 U.S.206 (1966). 捜査対象者は秘密捜査官を自宅に招いて麻薬の取引を行った事件）. 
連邦最高裁は、両事件とも修正四条に反しないと判断した。
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向に強く警戒している。彼の見解によれば、United States v. Miller判決と
Smith v. Maryland判決から導かれた第三者提供の法理は、本来「極小の第三
者提供法理」（Tiny of Third-Party Doctrine）であるはずだったが、その射程が
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るという問題である。しかし、従来の判例法理（e.g. United States v. Knotts判
決（58））によれば、この種の監視によって得た情報は公道での情報で、はじめ
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ビア特別区連邦控訴裁判所の United States v. Maynard判決である。それは、
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　United States v. Maynard判決の上告は認められた。上告審である United 
States v. Jones判決のなかでは、Alito裁判官はその結論同調意見でモザイク理
論について明確に言及しなかったが、原審の Ginsburg連邦控訴裁判所裁判官













理論」（the mosaic theory of the fourth amendment）と呼ぶようになった（66）。
　その後の Riley v. California訴訟（67）は、逮捕時における被逮捕者の携帯電話
の無令状捜索の可否を争った事件である。同様な問題意識を持つ連邦最高裁
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と言えるか明らかになっていない。「もし 28 日間が長すぎたら、21 日間はど
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四　Carpenter v. United States連邦最高裁判決（75）
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帯電話の位置情報とプライバシー②」愛媛大学教育学部紀要第 66 巻 101 頁（2019 年）、
緑大輔「携帯電話会社基地局に蓄積された被疑者の位置情報履歴を捜査機関が無令状
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　基地局位置情報のセンシティヴ性は United States v. Miller判決のビジネス



















（82） 　原文のままで引用した。United States v. Jones判決（565 U.S.400, 415 (2012)）の
Sotomayor裁判官の同調意見を指す。
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